＜記入例＞　外国語ホームページの作成，海外メディアへの広告掲載


(様式1)

中小企業海外市場開拓支援金支給申請書
平成22年　　月　　日

社団法人 静岡県国際経済振興会

会長　伊 藤  修 二　様

会 社 名　　株式会社静岡国際経済

代 表 者　  代表取締役　静岡 太郎     印

平成22年度において下記の事業を実施したいので支援金の支給について申請致します。

1. 実施事業概要

英語・中国語版ホームページの作成
2. 事業実施に要する経費内訳(単位：円，外貨建の場合は円換算し記入)
	項  目
	金  額
	費 用 明 細 ･ 補 足

	英語版ホームページ作成費

（およそＡ４ｘ●●枚分）
	290,000
	翻訳費200,000円

データ修正費90,000円

	中国語版ホームページ作成費

（およそＡ４ｘ●●枚分）
	350,000
	翻訳費250,000円

データ修正費100,000円

	合　　計
	640,000
	


3. 事業の目的
コスト競争の激化・景気低迷により国内出荷が減少してきており、生産数量確保が難しくなってきている。こうした状況下、海外顧客獲得に目を向け、外国語版ホームページの作成を計画。当社のホームページの作成以降、それを見た方からの問い合わせ件数が増え、海外の代理店(特に英語圏、中国)からもＰＲの材料として立ち上げて欲しいとの要請がある。今回の外国語版ホームページ開設を機に新市場開拓を図る。
4. 事業の効果
　①売上増加

　　新市場開拓により、まずは売上高 対前年比15％増を目指す。--------------------。----------------------------------------------------------------------------------------------------。売上高15％相当の出荷高は○○で当社生産設備体制を考慮するとこの水準が妥当。

　②製品ＰＲ

　　当社製品を外国語ホームページで紹介することで、自社ブランドの市場浸透の足掛かりとする。

　　③販売網確保

　　　海外向けホームページの作成により当社製品を取扱う代理店の発掘も期待でき、販売網確立に寄与するものと考えている。

5. 製品の特長
当社製品の特長は別添のカタログや参考記事に記載の通り、○○の点で非常に優れ、高い評価を得ている。--------------------------------------------------------------------------------------------------。----------------------------------------------------------------------------------------------------。また、この技術に関しては○○や××にも応用が可能で今後の開発で○○の分野にも進出していくことを検討している。

　　

6. 最近5年間に実施した海外関連事業
なし

　

7. 現在の海外取引状況･海外事業所(現地法人･支店･駐在員事務所)
なし

　

8. 今後の海外事業に対する取組方針
　本格的な海外展開をしていくため、昨年10月に国際部を創設。海外専担者を置くことで社内体制の拡充に努めている。今後の受注拡大の動向により、現地事務所の開設も検討していく。

9. 会社概要
	創業
	平成元年(1989年)

	代表者
	代表取締役　静岡 太郎

	資本金
	5,000万円

	年　　　商
	10億8,500万円

	従業員数
	75名(平成15年5月1日現在)

	所在地
	〒420-0853　静岡市葵区追手町44-1

TEL：054-254-5161　FAX：054-251-1918

	事業内容
	○○製造

	主要取引先
	株式会社ＡＢＣ，ＸＹＺ株式会社

	沿革
	1951年　静岡○○製作所として旧清水市で創業。

1959年　静岡○○製作所株式会社設立、資本金ＸＸ万円。

1979年　○○工場開設。

1988年　株式会社静岡国際経済に名称変更。

1989年　現在地に本社移転。

　　　　　　　　　　　｜

　　　　　　　　　　　｜

｜

現在に至る。


10. 連絡先
部署名：国際部　　役職名：部長　　氏名：静岡 二郎

〒：420-0853
所在地：静岡市葵区追手町44-1静岡産業経済会館4階

TEL：054-254-5161　　FAX：054-251-1918　　E-mail：sibanet@siba.or.jp

11. 添付資料

・直近3ヵ年の決算書(B/S，P/L)       各1部

・会社案内                              1部

・商品カタログ・パンフレット等       各1部
・既存ホームページのコピー（外国語ホームページの作成の場合）
・広告掲載誌の見本等（海外メディアへの広告掲載の場合）
